
【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護】

３ .（ ２ ） ④ 生産性向上に先進的に取り 組む特定施設における
人員配置基準の特例的な柔軟化①

概要

○ テク ノ ロ ジーの活用等によ り 介護サービ ス の質の向上及び職員の負担軽減を 推進する 観点から 、 令和４ 年度及び令
和５ 年度に実施さ れた介護ロ ボッ ト 等によ る 生産性向上の取組に関する 効果測定事業の結果等も 踏ま え、 利用者の安
全並びに介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽減に資する 方策を 検討する ための委員会において、 生産性向上の
取組に当たっ て必要な安全対策について検討し た上で、 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーの複数活用（ ３ .（ ２ ） ③と 同
じ 。 ） 及び職員間の適切な役割分担の取組等によ り 、 介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽減が行われている と
認めら れる 特定施設について、 見直し を行う 。 【 省令改正】

基準

○ 特定施設ごと に置く べき 看護職員及び介護職員の合計数について、 要件を満たす場合は、 「 常勤換算方法で、 要介護
者である 利用者の数が３ （ 要支援者の場合は10） 又はその端数を増すごと に０ .９ 以上である こ と 」 と する こ と と する 。

利用者 介護職員（ ＋看護職員）

３
（ 要支援の場合は10）

１

＜現行＞

利用者 介護職員（ ＋看護職員）

３
（ 要支援の場合は10）

0.9

＜改定後（ 特例的な基準の新設） ＞

※安全対策の具体的要件
①職員に対する 十分な休憩時間の確保等の勤務・ 雇用条件への配慮
②緊急時の体制整備（ 近隣在住職員を 中心と し た緊急参集要員の確保等）
③機器の不具合の定期チェ ッ ク の実施（ メ ーカーと の連携を 含む）
④職員に対する 必要な教育の実施
⑤訪室が必要な利用者に対する 訪室の個別実施

（ 要件）
・ 利用者の安全並びに介護サービ ス の質の確保及び職員の

負担軽減に資する 方策を 検討する ための委員会において
必要な安全対策について検討等し ている こ と

・ 見守り 機器等のテク ノ ロ ジーを複数活用し ている こ と
・ 職員間の適切な役割分担の取組等をし ている こ と
・ 上記取組によ り 介護サービ ス の質の確保及び職員の負担

軽減が行われている こ と がデータ によ り 確認さ れる こ と
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３ .（ ２ ） ④ 生産性向上に先進的に取り 組む特定施設における
人員配置基準の特例的な柔軟化②

基準（ 続き ）

○ 人員配置基準の特例的な柔軟化の申請に当たっては、 テク ノ ロ ジーの活用や職員間の適切な役割分担の取組等の
開始後、 こ れら を 少なく と も ３ か月以上試行し （ 試行期間中においては通常の人員配置基準を 遵守する こ と ） 、 現
場職員の意見が適切に反映でき る よ う 、 実際にケア等を 行う 多職種の職員が参画する 委員会において安全対策や介
護サービ ス の質の確保、 職員の負担軽減が行われている こ と をデータ 等で確認する と と も に、 当該データ を 指定権
者に提出する こ と と する 。
注： 本基準の適用に当たっては、 試行を行った結果と し て指定権者に届け出た人員配置を限度と し て運用する こ と と する 。

○ 介護サービ ス の質の確保及び職員の負担軽減が行われている こ と の確認については、 試行前後を 比較する こ と に
よ り 、 以下の事項が確認さ れる 必要がある も のと する 。
ⅰ 介護職員の総業務時間に占める 利用者のケアに当てる 時間の割合が増加し ている こ と
ⅱ 利用者の満足度等に係る 指標（ ※１ ） において、 本取組によ る 悪化が見ら れないこ と
ⅲ 総業務時間及び当該時間に含ま れる 超過勤務時間が短縮し ている こ と
ⅳ 介護職員の心理的負担等に係る 指標（ ※２ ） において、 本取組によ る 悪化が見ら れないこ と

※１ WHO-5等
※２ SRS-18等

○ 柔軟化さ れた人員配置基準の適用後、 一定期間ごと に、 上記ｉ ～ⅳの事項について、 指定権者に状況の報告を 行
う も のと する こ と 。 ま た、 届け出た人員配置よ り 少ない人員配置を行う 場合には、 改めて試行を行い、 必要な届出
を する も のと する 。 なお、 過去一定の期間の間に行政指導等を受けている 場合は、 当該指導等に係る 事項について
改善し ている 旨を 指定権者に届け出る こ と と する 。
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３ .（ ３ ） ③ 訪問看護等における 24時間対応体制の充実

概要

○ 緊急時訪問看護加算について、 訪問看護等における 24 時間対応体制を充実する 観点から 、 夜間対応する 看護師
等の勤務環境に配慮し た場合を 評価する 新たな区分を設ける 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
緊急時訪問看護加算
指定訪問看護ス テーショ ン の場合 574単位/月
病院又は診療所の場合 315単位/月
一体型定期巡回・ 随時対応型訪問
介護看護事業所の場合 315単位/月

【 訪問看護★、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護】

算定要件等

＜緊急時訪問看護加算（ Ⅰ） ＞（ 新設）
○ 次に掲げる 基準のいずれにも 適合する こ と 。
（ １ ） 利用者又はその家族等から 電話等によ り 看護に関する 意見を求めら れた場合に常時対応でき る 体制にある こ と 。
（ ２ ） 緊急時訪問における 看護業務の負担の軽減に資する 十分な業務管理等の体制の整備が行われている こ と 。

＜緊急時訪問看護加算（ Ⅱ） ＞
○ 緊急時訪問看護加算（ Ⅰ） の（ １ ） に該当する も のである こ と 。

緊急時訪問看護加算（ Ⅰ） （ 新設）
指定訪問看護ス テーショ ンの場合 600単位/月
病院又は診療所の場合 325単位/月
一体型定期巡回・ 随時対応型訪問
介護看護事業所の場合 325単位/月

緊急時訪問看護加算（ Ⅱ）
指定訪問看護ス テーショ ンの場合 574単位/月
病院又は診療所の場合 315単位/月
一体型定期巡回・ 随時対応型訪問
介護看護事業所の場合 315単位/月

121110



３ .（ ３ ） ④ 訪問看護における 24時間対応のニーズに対する 即応体制の確保

概要

○ 訪問看護における 24 時間対応について、 看護師等に速やかに連絡でき る 体制等、 サービ ス 提供体制が確保さ れ
ている 場合は看護師等以外の職員も 利用者又は家族等から の電話連絡を受けら れる よ う 、 見直し を 行う 。

【 通知改正】

【 訪問看護★】

算定要件等

○ 次のいずれにも 該当し 、 24時間対応体制に係る 連絡相談に支障がない体制を構築し ている 場合には、 24時間対応
体制に係る 連絡相談を担当する 者について、 当該訪問看護ス テーショ ン の保健師又は看護師以外の職員（ 以下「 看
護師等以外の職員」 と する 。 ） でも 差し 支えない。

ア 看護師等以外の職員が利用者又はその家族等から の電話等によ る 連絡及び相談に対応する 際のマニュ アルが整
備さ れている こ と 。

イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える 連絡体制及び緊急の訪問看護が可能な体
制が整備さ れている こ と 。

ウ 当該訪問看護ス テーショ ン の管理者は、 連絡相談を担当する 看護師等以外の職員の勤務体制及び勤務状況を 明
ら かにする こ と 。

エ 看護師等以外の職員は、 電話等によ り 連絡及び相談を 受けた際に、 保健師又は看護師へ報告する こ と 。 報告を
受けた保健師又は看護師は、 当該報告内容等を 訪問看護記録書に記録する こ と 。

オ アから エについて、 利用者及び家族等に説明し 、 同意を得る こ と 。
カ 指定訪問看護事業者は、 連絡相談を 担当する 看護師等以外の職員に関し て都道府県知事に届け出る こ と 。
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３ .（ ３ ） ⑤ 退院時共同指導の指導内容の提供方法の柔軟化

概要

○ 退院時共同指導加算について、 指導内容を 文書以外の方法で提供する こ と を 可能と する 。 【 告示改正】

【 訪問看護★、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護】

算定要件等

＜現行＞
病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療 院

に入院中又は入所中の者が退院又は退所する に当たり 、
指定訪問看護ステーショ ンの看護師等（ 准看護師を除
く 。 ） が、 退院時共同指導（ 当該者又はその看護に当
たっている 者に対し て、 病院、 診療所、 介護老人保健
施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と 共
同し 、 在宅での療養上必要な指導を行い、 その内容を
文書によ り 提供する こ と をいう 。 ） を行った後に、 当
該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指定訪
問看護を行った場合に、 退院時共同指導加算と し て、
当該退院又は退所につき １ 回（ 特別な管理を必要と す
る 利用者については、 ２ 回） に限り 、 所定単位数を加
算する 。

ただし 、 初回加算を算定する 場合には、 退院時共同
指導加算は算定し ない。

＜改定後＞
病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療院に

入院中又は入所中の者が退院又は退所する に当たり 、
指定訪問看護ステーショ ンの看護師等（ 准看護師を除
く 。 ） が、 退院時共同指導（ 当該者又はその看護に当
たっている 者に対し て、 病院、 診療所、 介護老人保健
施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と 共
同し 、 在宅での療養上必要な指導を行い、 その内容を
提供する こ と をいう 。 ） を行った後に、 当該者の退院
又は退所後に当該者に対する 初回の指定訪問看護を
行った場合に、 退院時共同指導加算と し て、 当該退院
又は退所につき １ 回（ 特別な管理を必要と する 利用者
については、 ２ 回） に限り 、 所定単位数を加算する。

ただし 、 初回加算を算定する 場合には、 退院時 共
同指導加算は算定し ない。
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３ . （ ３ ） ⑥ 薬剤師によ る 情報通信機器を用いた服薬指導の評価の見直し

概要

○ オンラ イ ン 服薬指導に係る 医薬品医療機器等法のルールの見直し を 踏ま え、 薬剤師によ る 情報通信機器を 用いた
居宅療養管理指導について、 以下の見直し を行う 。 【 告示改正】
ア 初回から 情報通信機器を用いた居宅療養管理指導の算定を可能と する 。
イ 訪問診療において交付さ れた処方箋以外の処方箋に係る 情報通信機器を用いた居宅療養管理指導についても 算定

可能と する 。
ウ 居宅療養管理指導の上限である 月４ 回ま で算定可能と する 。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
情報通信機器を用いた場合 45単位/回（ 月１ 回ま で） 46単位/回（ 月４ 回ま で） （ 変更）

【 居宅療養管理指導★】

算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞

○ 診療報酬における 在宅時医学総合管理料に規定す
る 訪問診療の実施に伴い、 処方箋が交付さ れた利用
者である こ と 。

○ 指定居宅サービ ス 介護給付費単位数表の居宅療養
管理指導費のハ(2)を月に１ 回算定し ている こ と 。

（ 削除）

（ 削除）
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３ .（ ３ ） ⑦ 通所介護、 地域密着型通所介護における 個別機能訓練加算の
人員配置要件の緩和及び評価の見直し ①

＜現行＞ ＜改定後＞
個別機能訓練加算（ Ⅰ） イ 56単位/日 変更なし
個別機能訓練加算（ Ⅰ） ロ 85単位/日 個別機能訓練加算（ Ⅰ） ロ 76単位/日（ 変更）
個別機能訓練加算（ Ⅱ） 20単位/月 変更なし

○ 通所介護、 地域密着型通所介護における 個別機能訓練加算について、 機能訓練を 行う 人材の有効活用を図る 観点
から 、 個別機能訓練加算（ Ⅰ） ロ において、 現行、 機能訓練指導員を通所介護等を 行う 時間帯を 通じ て 1 名以上配
置し なければなら ないと し ている 要件を 緩和する と と も に、 評価の見直し を行う 。 【 告示改正】

【 通所介護、 地域密着型通所介護】概要

単位数

算定要件等

個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ

ニーズ把握・ 情報収
集

通所介護・ 地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員が、 利用者の居宅を訪問し 、 ニーズを把握する と と も に、 居宅での生
活状況を確認。

機能訓練指導員の配
置

専従１ 名以上配置（ 配置時間の定めなし ）
※ 人員欠如減算・ 定員超過減算に該当し ている 場合は、 個別機能訓練加算を 算定し ない。
※ 個別機能訓練加算（ Ⅰ） イ の配置（ 専従1名以上配置(配置時間の定めなし ） ） に加え、 合計で２ 名以上の機能訓練指導員を 配置し てい

る 時間帯において算定が可能。

計画作成 居宅訪問で把握し たニーズと 居宅での生活状況を参考に、 多職種共同でアセス メ ント を行い、 個別機能訓練計画を作成。

機能訓練項目 利用者の心身の状況に応じ て、 身体機能及び生活機能の向上を目的と する 機能訓練項目を柔軟に設定。
訓練項目は複数種類を準備し 、 その選択に当たっては利用者の生活意欲が増進さ れる よ う 利用者を援助する 。

訓練の対象者 ５ 人程度以下の小集団又は個別。

訓練の実施者 機能訓練指導員が直接実施（ 介護職員等が訓練の補助を行う こ と は妨げない）

進捗状況の評価 ３ か月に１ 回以上実施し 、 利用者の居宅を訪問し た上で、 居宅での生活状況を確認する と と も に、 当該利用者又はその家族に
対し て個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し 、 必要に応じ て個別機能訓練計画の見直し 等を行う 。

125114



現 行 改定後
例： 通所介護

9： 00 16： 00

9： 00 16： 00

10： 00 13： 00

２ 名配置さ れた時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

１ 名配置さ れた時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

個別機能訓練
加算（ Ⅰ） ロ
の算定が可能

個別機能訓練
加算（ Ⅰ） イ
の算定が可能

イ

専
従
1

名
以
上
配
置

（
配
置
時
間
定
め
な
し
）

ロ

イ
の
配
置
に
加
え
、

専
従
1

名
以
上
配
置

（

配
置
時
間
定
め
な
し

）

例： 通所介護
9： 00 16： 00

9： 00 16： 00

10： 00 13： 00

２ 名配置さ れた時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

個別機能訓練
加算（ Ⅰ） ロ
の算定が可能

提供時間を通じ
て専従のため、
基準上の他の職
務に配置する こ
と はでき ない

13： 00

イ

専
従
1

名
以
上
配
置

（
配
置
時
間
定
め
な
し
）

ロ

イ
の
配
置
に
加
え
、

専
従
1

名
以
上
配
置

（

提
供
時
間
を
通
じ
て
配
置

）

１ 名配置さ れ
た時間帯に機
能訓練を受け

た利用者

個別機能訓
練加算

（ Ⅰ） イ の
算定が可能

配置時間以外
の時間で別の
職務に配置す
る こ と が可能

別の事業所で
資格を生かす
こ と も 可能

or

【 改正イ メ ージ】

３ .（ ３ ） ⑦ 通所介護、 地域密着型通所介護における 個別機能訓練加算の
人員配置要件の緩和及び評価の見直し ②

機能訓練指導員

機能訓練指導員（ 提供時間を通じ て配置）

機能訓練指導員

機能訓練指導員 介護職員

機能訓練指導員
（ 別事業所）
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３ .（ ３ ） ⑰ 小規模介護老人福祉施設の配置基準の見直し

概要

○ 離島・ 過疎地域に所在する 定員30名の小規模介護老人福祉施設における 効率的な人員配置を可能と する 観点から 、
短期入所生活介護事業所等を併設する 場合に、 入所者等の処遇等が適切に行われる 場合に限り 、 当該短期入所生活
介護事業所等に生活相談員等を 置かないこ と を 可能と する 。 【 省令改正】

基準

離島・ 過疎地域（ ※１ ） に所在する 定員30名の介護老人福祉施設に、 短期入所生活介護事業所等が併設さ れる 場合、
利用者の処遇が適切に行われる 場合に限り 、 それぞれ次のと おり 人員基準の緩和を認める 。

【 介護老人福祉施設】

※１ 「 離島・ 過疎地域」 と は、 離島振興法に規定する 離島振興対策実施地域、 奄美群島振興開発特別措置法に規定する 奄美群島、 小笠原諸島振興開発特別措置法に
規定する 小笠原諸島、 沖縄振興特別措置法に規定する 離島、 過疎地域の持続的発展の支援に関する 特別措置法に規定する 過疎地域（ みなし 過疎地域を 含む。 ） を
いう 。

※２ （ 介護予防） 短期入所生活介護事業所の利用者の健康管理が適切に行われる 場合に限る 。

②（ 介護予防） 通所介護事業所、 地域密着型通所介護事業所、
（ 介護予防） 認知症対応型通所介護事業所が併設さ れる 場合、
こ れら の事業所に置かないこ と ができ る 人員
・ 生活相談員
・ 機能訓練指導員

③小規模多機能型居宅介護事業所、 看護小規模多機能型居宅介
護事業所を 併設する 場合に、 介護老人福祉施設に置かないこ
と ができ る 人員
・ 介護支援専門員

①（ 介護予防） 短期入所生活介護事業所が
併設さ れる 場合、 こ れら の事業所に置か
ないこ と ができ る 人員
・ 医師（ ※２ ）

・ 生活相談員
・ 栄養士
・ 機能訓練指導員
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【 訪問介護】

４ .（ １ ） ① 訪問介護における 同一建物等居住者にサービス 提供する 場合の報酬の見直し ①

概要

○ 訪問介護において、 同一建物等居住者へのサービ ス 提供割合が多く なる につれて、 訪問件数は増加し 、 移動時間
や移動距離は短く なっ ている 実態を 踏ま え、 同一建物減算について、 事業所の利用者のう ち、 一定割合以上が同一
建物等に居住する 者への提供である 場合に、 報酬の適正化を 行う 新たな区分を 設け、 更に見直し を 行う 。
【 告示改正】

単位数・ 算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞

減算の内容 算定要件

①10％減算
事業所と 同一敷地内又は隣接する 敷地内に所在する
建物に居住する 者（ ②に該当する 場合を 除く ）

②15％減算
上記の建物のう ち、 当該建物に居住する 利用者の人
数が１ 月あたり 50人以上の場合

③10％減算

上記①以外の範囲に所在する 建物に居住する 者

（ 当該建物に居住する 利用者の人数が１ 月あたり 20
人以上の場合）

減算の内容 算定要件

①10％減算
事業所と 同一敷地内又は隣接する 敷地内に所在する
建物に居住する 者（ ②及び④に該当する 場合を 除
く ）

②15％減算
上記の建物のう ち、 当該建物に居住する 利用者の人
数が１ 月あたり 50人以上の場合

③10％減算

上記①以外の範囲に所在する 建物に居住する 者

（ 当該建物に居住する 利用者の人数が１ 月あたり 20
人以上の場合）

④12% 減算
（ 新設）

正当な理由なく 、 事業所において、 前６ 月間に提供
し た訪問介護サービ ス の提供総数のう ち、 事業所と
同一敷地内又は隣接する 敷地内に所在する 建物に居
住する 者（ ②に該当する 場合を 除く ） に提供さ れた
も のの占める 割合が100分の90以上である 場合
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現行(例)

④ 事業所と 同一建物等に
居住する 利用者49人

（ 49／54＝9割以上である ため）

⇒ 12% 減算

改定後(例)

② 事業所と 同一建物等に
居住する 利用者50人

⇒ 15% 減算

③ ①以外の同一の建物に
居住する 利用者20人

⇒ 10% 減算

⇒ 減算なし

集合住宅
利用者10人

利用者が54人の事業所の場合

① 事業所と 同一建物等に
居住する 利用者49人

⇒ 10% 減算
①以外の同一の建物に

居住する 利用者3人
⇒ 減算なし

⇒ 減算なし

減算の
内容

算定要件

10% 減算 ①： 事業所と 同一敷地内又は隣接する 敷地内に所在する 建物に居
住する 者（ ②及び④に該当する 場合を 除く 。 ）

15% 減算 ②： 事業所と 同一敷地内ま たは隣接する 敷地内に所在する 建物に
居住する 利用者の人数が１ 月あたり 50人以上の場合

10％減算 ③： 上記①以外の範囲に所在する 建物に居住する 者（ 当該建物に
居住する 利用者の人数が１ 月あたり 20人以上の場合）

12％減算 ④： 正当な理由なく 、 事業所において、 前６ 月間に提供し た訪問
介護サービ ス の提供総数のう ち， 事業所と 同一敷地内又は隣接す
る 敷地内に所在する 建物に居住する 者（ ②に該当する 場合を 除
く ） に提供さ れたも のの占める 割合が100分の90以上である 場合

見直し によ る 減算対象脚注： 現行の減算と なる も の 減算と なら ないも の改定後に減算と なる も の訪問介護事業所

利用者が90人の事業所の場合

利用者が54人の事業所の場合

住宅
利用者2人

住宅
利用者10人

４ .（ １ ） ① 訪問介護における 同一建物等居住者にサービ ス 提供する 場合の報酬の見直し ②

事業所と 同一建物等に居住する 利用者が50人以上の場合

①以外の同一の建物に
居住する 利用者3人

⇒ 減算なし

⇒ 減算なし

住宅
利用者2人
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○ 理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士によ る 訪問の場合
＜現行＞ ＜改定後＞

なし 厚生労働大臣が定める 施設基準に該当する 指定訪問看護事業所について
は、 １ 回につき ８ 単位を所定単位数から 減算する 。 （ 新設）

○ 理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士によ る 訪問の場合（ 介護予防）

< 現行> < 改定後>
なし 厚生労働大臣が定める 施設基準に該当する 指定介護予防訪問看護事業所に

ついては、  １ 回につき ８ 単位を所定単位数から 減算する 。 （ 新設）  

４ .（ １ ） ② 理学療法士等によ る 訪問看護の評価の見直し

概要

○ 理学療法士等によ る 訪問看護の提供実態を 踏ま え、 訪問看護に求めら れる 役割に基づく サービ ス が提供さ れる よ
う にする 観点から 、 理学療法士等のサービ ス 提供状況及びサービ ス 提供体制等に係る 加算の算定状況に応じ 、 理学
療法士等の訪問における 基本報酬及び 12 月を 超えた場合の減算について見直し を行う 。 【 告示改正】

単位数

【 訪問看護★】

算定要件等

○ 次に掲げる 基準のいずれかに該当する こ と （ 新設）
イ 当該訪問看護事業所における 前年度の理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士によ る 訪問回数が、 看護職員に

よ る 訪問回数を超えている こ と 。
ロ 緊急時訪問看護加算、 特別管理加算及び看護体制強化加算を いずれも 算定し ていないこ と 。

12月を超えて行う 場合は、
１ 回につき ５ 単位を 所定
単位数から 減算する 。

12月を 超えて行う 場合は、 介護予防訪問看護費の減算（ ※） を 算定し ている
場合は、 １ 回につき 15単位を所定単位数から 更に減算し 、 介護予防訪問看護
費の減算を算定し ていない場合は、 １ 回につき ５ 単位を 所定単位数から 減算
する 。 （ 変更） ※厚生労働大臣が定める 施設基準に該当する 場合の８ 単位減算
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理学療法士、 作業療法士又は
言語聴覚士によ る 訪問

②緊急時訪問看護加算、 特別管理加算、 看護体制強化加算

算定し ている 算定し ていない

①
訪
問
回
数

看護職員≧リ ハ職 ー ８ 単位減算（ 新設）

看護職員＜リ ハ職 ８ 単位減算（ 新設） ８ 単位減算（ 新設）

理学療法士等によ る 訪問看護の評価の見直し （ 全体イ メ ージ）

理学療法士、 作業療法士又は
言語聴覚士によ る 訪問

②緊急時訪問看護加算、 特別管理加算、 看護体制強化加算

算定し ている 算定し ていない

①
訪
問
回
数

看護職員≧リ ハ職
12月を 超えて行う 場合は

５ 単位減算（ 現行のま ま ）
８ 単位減算（ 新設） ※

看護職員＜リ ハ職 ８ 単位減算（ 新設） ※ ８ 単位減算（ 新設） ※

※12月を 超えて訪問を 行う 場合は更に15単位減算（ 新設）

○ 次の基準のいずれかに該当する 場合に以下の通り 減算する
① 前年度の理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士によ る 訪問回数が、 看護職員によ る 訪問回数を 超えている こ と
② 緊急時訪問看護加算、 特別管理加算及び看護体制強化加算をいずれも 算定し ていないこ と

訪問看護費

介護予防訪問看護費
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４ .（ １ ） ③ 短期入所生活介護における 長期利用の適正化

概要

○ 短期入所生活介護、 介護予防短期入所生活介護における 長期利用について、 長期利用の適正化を 図り 、 サービ ス
の目的に応じ た利用を 促す観点から 、 施設入所と 同等の利用形態と なる 場合、 施設入所の報酬単位と の均衡を図る
こ と と する 。 【 告示改正】

単位数

【 短期入所生活介護★】

算定要件等

○短期入所生活介護 連続し て60日を超えて同一の短期入所生活介護事業所に入所し ている 利用者
○介護予防短期入所生活介護 連続し て30日を 超えて同一の介護予防短期入所生活介護事業所に入所し ている 利用者

○ 短期入所生活介護
＜改定後＞

○ 介護予防短期入所生活介護（ 新設）
＜改定後＞

要支援１ （ ユニッ ト 型） 介護予防短期入所生活介護費について（ ユニッ ト 型） 介護福祉施設サービ ス 費の
要介護１ の単位数の100分の75に相当する 単位数を算定する 。

要支援２ （ ユニッ ト 型） 介護予防短期入所生活介護費について（ ユニッ ト 型） 介護福祉施設サービ ス 費の
要介護１ の単位数の100分の93に相当する 単位数を算定する 。

単独型 併設型 単独型ユニッ ト 型 併設型ユニッ ト 型

基本報酬 787単位 745単位 891単位 847単位

長期利用者減算適用後
（ 31日～60日）

757単位 715単位 861単位 817単位

長期利用の適正化
（ 61日以降） （ 新設）

732単位 715単位 815単位 815単位

（ 参考） 介護老人福祉施設 732単位 815単位

（ 要介護３ の場合）

※ 長期利用について、 介護福祉施設サービ ス 費の単位数と 同単位数と する 。 （ 併設型は、 すでに長期利用者に対する 減算に
よ って介護福祉施設サービス 費以下の単位数と なっ ている こ と から 、 さ ら なる 単位数の減は行わない。 ）
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４ .（ ２ ） ① 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化

概要

○ 予防通所リ ハビ リ テーショ ン における 身体機能評価を 更に推進する と と も に、 報酬体系の簡素化を行う 観点から 、
以下の見直し を行う 。
ア 運動器機能向上加算を廃止し 、 基本報酬への包括化を 行う 。
イ 運動器機能向上加算・ 栄養改善加算・ 口腔機能向上加算のう ち、 複数の加算を 組み合わせて算定し ている こ と

を 評価する 選択的サービ ス 複数実施加算について見直し を 行う 。 【 告示改正】

【 介護予防通所リ ハビ リ テーショ ン】

単位数

算定要件等

○ 以下の要件を全て満たす場合、 一体的サービ ス 提供加算を 算定する 。 （ 新設）

・ 栄養改善サービ ス 及び口腔機能向上サービ ス を 実施し ている こ と 。
・ 利用者が介護予防通所リ ハビ リ テーショ ン の提供を 受けた日において、 当該利用者に対し 、 栄養改善サービ ス

又は口腔機能向上サービ ス のう ちいずれかのサービ ス を行う 日を１ 月につき ２ 回以上設けている こ と 。
・ 栄養改善加算、 口腔機能向上加算を算定し ていないこ と 。

＜現行＞ ＜改定後＞
運動器機能向上加算 225単位/月 廃止（ 基本報酬に包括化）
選択的サービ ス 複数実施加算Ⅰ 480単位 廃止（ 栄養改善加算、 口腔機能向上加算で評価）
選択的サービ ス 複数実施加算Ⅱ 700単位 一体的サービ ス 提供加算 480単位/月（ 新設）
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４ .（ ２ ） ③ 経過的小規模介護老人福祉施設等の範囲の見直し

概要

○ 報酬体系の簡素化や報酬の均衡を 図る 観点から 、 離島・ 過疎地域以外に所在する 経過的小規模介護老人福祉施設
であって、 他の介護老人福祉施設と 一体的に運営さ れている 場合は、 介護老人福祉施設の基本報酬に統合する 。 ま
た、 同様の観点から 、 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について、 離島・ 過疎地域に所在する 場
合を 除き 、 地域密着型介護老人福祉施設の基本報酬に統合する 。 その際、 １ 年間の経過措置期間を 設ける 。
【 告示改正】

算定要件等

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護】

経過的小規模介護福祉施設サービ ス 費を 算定すべき 指定介護
福祉施設サービ ス の施設基準（ 抄）

（ １ ） 平成三十年三月三十一日ま でに指定を 受けた、 入所定
員が三十人の指定介護老人福祉施設である こ と 。

＜現行＞ ＜改定後＞

経過的小規模介護福祉施設サービ ス 費を 算定すべき 指定介
護福祉施設サービ ス の施設基準（ 抄）

（ １ ） 平成三十年三月三十一日ま でに指定を 受けた、 入所
定員が三十人の指定介護老人福祉施設である こ と 。

（ ２ ） 離島又は過疎地域に所在する こ と 又は離島又は過疎
地域以外に所在し 、 かつ、 他の指定介護老人福祉施設
と 併設さ れていないこ と 。

※「 離島又は過疎地域」 と は、 離島振興法に規定する 離島振興対策実
施地域、 奄美群島振興開発特別措置法に規定する 奄美群島、 小笠原
諸島振興開発特別措置法に規定する 小笠原諸島、 沖縄振興特別措置
法に規定する 離島、 過疎地域の持続的発展の支援に関する 特別措置
法に規定する 過疎地域（ みなし 過疎地域を含む。 ） をいう 。
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４ . （ ２ ） ④ 認知症情報提供加算の廃止

概要

○ 認知症情報提供加算について、 算定実績等を踏ま え、 廃止する 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
認知症情報提供加算 350単位/回 廃止

【 介護老人保健施設】
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４ . （ ２ ） ⑤ 地域連携診療計画情報提供加算の廃止

概要

○ 地域連携診療計画情報提供加算について、 算定実績等を踏ま え、 廃止する 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
地域連携診療計画情報提供加算 300単位/回 廃止

【 介護老人保健施設】
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４ . （ ２ ） ⑥ 長期療養生活移行加算の廃止

概要

○ 長期療養生活移行加算について、 介護療養型医療施設が令和５ 年度末に廃止と なる こ と を踏ま え、 廃止する 。
【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
長期療養生活移行加算 60単位/日 廃止

【 介護医療院】

147126



５ ． ④ 居宅療養管理指導における 高齢者虐待防止措置及び
業務継続計画の策定等に係る 経過措置期間の延長

概要

○ 居宅療養管理指導について、 事業所のほと んど がみなし 指定である こ と や、 体制整備に関する 更なる 周知の必要
性等を踏ま え、 令和６ 年３ 月31 日ま でと さ れている 以下の義務付けに係る 経過措置期間を ３ 年間延長する 。
【 省令改正】
ア 虐待の発生又はその再発を 防止する ための措置
イ 業務継続計画の策定等

【 居宅療養管理指導★】
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